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電子政府・電子自治体は政府のIT（情報技術）政策の重要なテーマであり，IT基本法（高度情報通信ネットワ

ーク社会形成基本法）や電子署名法などの関連法規や制度が整備され，霞ヶ関WAN（Wide Area Network），

住民基本台帳ネットワーク，LGWAN（Local Government WAN）といったネットワークや，政府・自治体認

証基盤など，電子政府・電子自治体の基盤となるシステムの構築が進められている。

中央省庁では文書管理関連システム，電子申請，電子調達の導入が進んでいるが，自治体ではこれらに加え

て，決裁やユーザー管理など共通基盤機能の導入や業務プロセスの見直しを同時に検討しているケースが多い。

Electronic government and electronic local government are important elements of Japan's information technology (IT) policy.

The Japanese government has prepared a number of programs and laws and is constructing bases for electronic government such

as the Kasumigaseki Wide Area Network (Kasumigaseki WAN), a basic residential registers network system, a local government

WAN (LGWAN), government public key infrastructure (GPKI), and local government PKI (LGPKI).

Central government offices have been constructing document management-related systems, electronic application systems, and

electronic procurement systems. Local governments are not only constructing such systems, but are also planning to implement

common basic functions such as user management and work-flow management as their system infrastructure. They are thereby

intending to improve and reform their work processes.
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長期にわたる経済の停滞を打開し

国際競争力を強化するため，政府は

様々な分野で構造改革を遂行しよう

としている。

IT政策はその枢要に位置づけられ

ているが，なかでも，電子政府はIT

政策の土台であると同時に象徴であ

り，2003年度の実現を目標に様々な

施策が打たれ，基盤システムの構築

が進められている。

ここでは，電子政府・電子自治体に

関連する政府の施策（囲み記事参照），

政府が構築を進めている電子政府関

連の基盤システム，省庁と自治体の状

況などについて述べる。

電子政府・電子自治体を実現する

基盤となるシステムの構築が政府に

よって進められている。

中央省庁間を接続する専用のネッ

トワークであり，1997年1月から運用

を開始し，2001年1月時点で28機関

が加入している。このネットワーク上

では以下のシステムが稼働している。

97年1月に運用を開始した。各省

庁の担当者間の情報交換や事務連絡

に活用されており，月間のメール件数

はおよそ40万件に達している。

2000年3月に運用を開始した。公

文書などの重要な文書を省庁間で安

全・確実に交換するシステムであり，

正しい受発信者であることを確認す

る機能（電子認証機能）や送信文の暗

号化など，高いセキュリティを備えて

いる。

また，電子署名に法的根拠を与え

るとともに，電子署名に欠かせない電

子証明書の発行業務（認証局）も規定

している。

97年9月の第141回国会から運用

を開始している。内閣官房（内閣参

事官室）から各省庁への国会日程など

の連絡を迅速に行うシステムである。

ネットワークを介した電子申請で

は，申請やそれに対する結果の通知

が本当にその名義人（申請者や行政

機関の処分権者）が作成したもので

あることを保証し，更に，申請書や結

果通知書の内容が改ざんされていな

いことを保証する必要がある。これら

を実現するのが公開鍵（かぎ）暗号技

術に基づくデジタル署名であり，デジ

タル署名を運用するための行政機関

側の仕組みが政府認証基盤（GPKI：

Government Public Key Infrastruc-

ture）である（図１）。

デジタル署名を使うには認証局が

発行する公開鍵証明書が必要だが，

行政機関や民間で複数の認証局が存

在するため，それらの発行する公開
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証局を仲立ちすることによって，それ

ぞれが発行した公開鍵証明書を相互

に利用可能とする。また，民間認証

局が発行した公開鍵証明書が有効か

どうかを検証する機能を，府省に対

して提供する。2000年に運用を開始

している。

住民基本台帳は市町村の各種行政

の基礎であり，住民の居住関係を公

的に証明する。この住民基本台帳を

ネットワーク化し，本人確認情報（氏

名，住所，性別，生年月日の4情報，住

民票コード及び付随情報）を用いて，

全国共通で本人確認ができる仕組み

を構築しようとするものである。“住

民基本台帳法の一部を改正する法

律”（99年制定）に基づき，2002年8月

の運用開始に向け準備を進めている。

住民基本台帳ネットワークでは以下

が実現される。

住民基本台帳事務の効率化

住民票の写しの広域交付

鍵証明書を相互に利用可能とする必

要がある。

政府認証基盤は，以下の2種類の

認証局で構成される。

各府省に設置され，デジタル署名に

必要となる公開鍵証明書を，各府省
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の処分権者の官職に対して発行す

る。2000年に先行省庁で運用が開始

され，2002年度には全省庁に設置さ

れる。

総務省に設置され，各府省認証局

や民間の認証局を相互認証し，各認

海外政府など 
認証局 

府省 
認証局 

府省 
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図１．政府認証基盤（１） ブリッジ認証局をハブにして各省庁・自治体の認証局が相互運用可能
となる。

Government public key infrastructure

電子政府・電子自治体に関する政府の施策 

１．IT関連施策
行政の情報化全般について94年に

“行政情報化推進基本計画”が策定され
たが，97年の改定で“電子政府”とい
う用語が初めて登場した。以後，98
年の省庁横断プロジェクト“バーチャル
エージェンシー”や，99年の“ミレニ
アムプロジェクト”で電子政府がテー
マに掲げられ，各省がこの予算枠で電
子政府関連システムの調査や構築を実
施した。その後，政府は ITを構造改革
の重点に定め，表のような施策をやつ
ぎばやに打ち出している。これらの IT
関連施策において，電子政府の実現が
目標として掲げられている。

２．その他の施策
構造改革に関連する施策のほかに，

電子政府・電子自治体の実現に関連す

る次の施策が実施されている。
（1）情報公開法

省庁の保有する情報を，国民か
らの開示請求に応じて原則公開す
ることを定めており，この法律の
施行に合わせて，全省庁の文書目
録管理システム（文書ファイル管
理システム）が整備された。

（２）電子署名法
正式名称は“電子署名及び認証業

務に関する法律”であり，2000
年に制定され，2001年4月に施
行された。紙書類への捺印に代わ
り，電子的な署名を法的に有効と
することを定めており，電子申
請・届出の裏づけとなるものであ
る。行政だけでなく，民間相互の
取引きにも適用される。

（注1）5年以内に世界最先端の IT国家となる
ことを目指した戦略。重点政策として
超高速ネットワークインフラストラク
チャの整備，電子商取引の大幅な普及
の促進，電子政府の実現，人材育成の
強化を挙げている。

（注2）IT基本戦略を基に国家戦略として決定
された。内容は IT基本戦略と同一。

（注3）e-Japan戦略を計画にしたもの。
（注4）e-Japan戦略及びe-Japan重点計画

を，各府省の2002年度の施策に反映
する年次プログラムとして策定された
もの。
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フロー）機能やユーザー管理機能の

導入を検討するケースも見られる。

決裁機能の導入を検討する際に，

間接部門の人件費を圧縮するため，民

間と同様のBPR（Business Process

Re-engineering），すなわち，業務プ

ロセスの見直しに着手する自治体も

現れている。

電子申請や電子調達といったシス

テムは，既存のシステムの強化ではな

く新規導入となるが，初期投資予算

が組めない自治体が多いこと，各自

治体が同じ時期に導入することから，

ASP（Application Service Provider）

による実現が有望視されている。

また，情報システム運用費を削減

するため，既存の情報システム全体を

外部にアウトソーシングする大規模自

治体も現れつつある。

自治体は住民と直接に接するた

め，電子自治体システムを構築するに

あたっては，情報格差に対する配慮

が不可欠である。使いやすい操作性

を実現することはもちろん，コールセ

ンターやヘルプデスクの導入や，電子

的な手段だけでなく，窓口業務を残

すなどの配慮が必要である。

自治体の機能は，政策形成，執行，

評価の三つに大別されるが，それぞ

れ一般的な業務管理サイクルでいうと

ころのPlan，Do，Seeに相当する。文

書管理，電子申請，電子調達といった

システムは執行（Do）局面にだけかか

わるが，政策形成（Plan）と評価（See）

をも対象とした包括的な電子自治体

システムが模索されつつある（図２）。

地方分権推進法のねらいは，中央

に依存しない自治体ごとの自律的な

行政の確立にある。したがって，地域

霞ヶ関WAN上のシステムとして，

2000年3月に全省庁で文書交換シス

テムが稼働を開始した。また，2001

年4月の情報公開法の施行に合わせ

て，全省庁で文書ファイル管理システ

ム（文書目録管理システム）が整備さ

れている。

文書実体管理システムは，各省庁

で徐々に導入が進んでいる。

2000年に一部の省庁で部分的に電

子申請システムが構築された。2003

年度までに全省庁のすべての申請を

電子化する計画となっている。

非公共事業（物品など）の電子調達

システムについては，総務省を中心に

整備を進める。公共事業については，

国土交通省を中心に整備を進め，

2001年度は国土交通省の一部事業，

2004年度には国土交通省の全事業を

対象とする。

中央省庁と同様に文書管理，電子

申請，電子調達といったシステムの導

入を進めるケースが多いが，自治体

では単に電子自治体関連システムを

導入するだけにとどまらないケースが

多い。

都道府県の多くは，公共事業の拡

大と法人税収の減少から深刻な財政

危機を迎えており，電子自治体の実

現は行政・財政改革と並行して進め

られている。

一方，市町村は，昨年制定された地

方分権推進法によって合併の圧力が

高まるとともに，国に依存しない自律

的な地方行政が求められつつある。

文書管理については，文書実体を

保管・検索するだけでなく，文書の起

案～決裁までのプロセスを電子化し

ようとする自治体が多い。また，全庁

の共通基盤機能として，決裁（ワーク

転入・転出の特例

国の機関などへの本人確認情

報の提供

住民基本台帳カード（ICカード）

の発行

住民基本台帳カードは，他の行政

サービスと共用できるため，各種住民

サービスカードを統合するものとして

注目されている。

自治体間を接続する専用ネットワー

クであり，2001 年度までに都道府

県・政令指定都市，2003年度までに

すべての市町村を接続する。霞ヶ関

WANの自治体版であり，2003年度に

は霞ヶ関WANと相互に接続される。

霞ヶ関WANと同様に，まず文書

交換システムが稼働するが，自治体に

対する各種サービスを提供することも

検討されている。

自治体では，以下の2種類の認証

基盤が構築される計画となっている。

GPKIと同様に，自治体の官職・組

織を認証するための基盤（LGPKI：

Local GPKI）を2003年度までに構築

する。総合行政ネットワークを利用し，

政府認証基盤と整合性を取った認証

基盤を実現する計画となっている。

自治体が住民に対して公開鍵証明

書を発行する個人認証サービスであ

り，2003年度までに運用を開始する

計画となっている。

中央省庁は，文書管理，電子申請，

電子調達の3種類を中心に電子政府

関連システムの構築を進めている。
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の特性を反映した独自の政策を形成

することが自治体業務のコアになる

と言ってよい。内部の情報システムの

データを一元的に参照できるデータ

ウェアハウスや，ナレッジマネジメント

といった情報システムによって政策形

成を支援することができる。

狭義の電子自治体システムは，この

領域で住民サービスの向上や内部事

務の効率化を目的として導入される。

また，従来の自治体情報システムは主

にこの領域に関連するが，ダウンサイ

ジングやアウトソーシングによる運用

コストの削減が今後の課題である。

政策を形成するには，執行する事

業が住民にとって本当に必要なもの

であるかどうかを，住民の要望と，必

要となるコストの両面から評価する必

要がある。住民の要望を把握するに

はCRM（Citizen Relationship Man-

agement）システムが有用であり，事

業コストを把握するには，直接的な経

費だけでなく職員の人件費など間接

的な経費も把握するABC（Activity

Based Costing）手法が必要である。

従来，自治体の中心機能は執行だ

ったが，今後は執行の結果を評価し，

その結果に基づいて地域固有の政策

を形成してまた執行するという，一連

のサイクル全体が重要になる。自治体

にも企業経営的な経営・統治（ガバナ

ンス）が求められるのである。

数年前まで，“電子政府”ということ

ばにはサイエンスフィクションのような

非現実的な響きが伴っていたが，今
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や政府のIT推進の重要施策に位置

づけられ，2003年度を目標に急ピッチ

で構築が進められている。

一国民・市民の立場として，官公庁

や自治体がより高度な情報システムに

よって効率化され，行政サービスが向

上することをおおいに期待するととも

に，当社がその実現に貢献できること

を確信する。

総務省資料
http://www.gpki.go.jp/documents/gpki.html
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今後強化すべきジャンル 
・地方分権の進展に伴い， 政策形成機能が自治体
のコア業務となる。 

・従来必ずしも重視されておらず，専任のスタッフ
が育成・確保されていない。 
・政策形成を支援する情報システムの構築と要
員育成。 

既存基幹システムのコスト圧縮 
・切迫した財政状況で，新しい分野の情報シス
テムに投資をシフトする必要がある。 

電子自治体の推進 
・インターネットによる住民サービス向上 
・内部事務の効率化 

事業の評価を政策形成にフィードバック 
・アカウンタビリティ（説明責任）の向上  

直接費だけでなく間接費も把握 
・事業ごとに間接費用を含む真のコストを把握し 
　提示する。 

・政策形成スタッフ人材の採用・育成 
 
 

・既存システムのコスト把握による更新・委託， 予
算の算定 
・電子自治体実現のための条例・規則変更 
・業務効率化のための業務分析， 事務見直し 

・事業評価制度の確立 
・コスト意識の醸成 

データウェアハウス（DW） 
・庁内全システムの情報を収集・蓄積 
・OLAPツール 
 

既存基幹業務システム 
・住民情報系システム
・内部情報系システム
→ダウンサイジング/ASP/iDCによる 
　コスト圧縮 
 

業務コスト分析 
・ABCによる間接コストの把握 

政策・事業評価 
・BSC（Balanced Score Card）など 

CRM 
・事業に対する市民の評価 
・住民／企業のコミュニティ形成 

電子自治体関連システム（狭義) 
・インターネットによる住民サービス向上 
　　電子申請，電子調達，電子申告，など 
・内部事務の効率化 
　　文書管理，決裁システム 

ナレッジマネジメント（KM） 
・情報の整理，検索 
・政策形成に資するビューの提供 

OLAP：On-Line Analytical Processing
iDC ：Internet Data Center

図２．自治体のPlan－Do－See 自治体は事業の執行だけでなく，政策を形成する機能が重要になっていく。

"Plan－Do－See" approach of local governments
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